
◎離島振興法の一部を改正する法律 
（令和四年一一月二八日法律第九二号）（衆）   

一、 提案理由（令和四年一一月一〇日・衆議院本会議） 

○木原稔君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨を御説明申し

上げます。 

 本案は、最近における離島の社会経済情勢に鑑み、離島振興施策の一層の充実強化を

図るため、所要の改正を行おうとするもので、その主な内容は、 

 第一に、目的規定において、離島が担っている重要な役割として、多様な再生可能エ

ネルギーの活用等を追加するとともに、離島振興施策の実施等に当たり、離島と継続的

な関係を有する島外の人材も活用しつつ行うべきことを明記すること、 

 第二に、都道府県の責務を新設し、都道府県が離島の振興のための施策の策定及び実

施に努めること等とすること、 

 第三に、離島振興計画の記載事項の充実とともに、離島振興対策実施地域における医

療、介護サービス、交通、情報通信、産業、教育、エネルギー等の分野における施策の

充実を図ること、 

 第四に、離島振興法の有効期限を令和十五年三月三十一日まで十年間延長すること 

などであります。 

 本案は、昨九日の国土交通委員会において、内閣の意見を聴取した後、全会一致をも

って委員会提出法律案として提出することに決したものであります。 

 なお、離島の振興に関する件を本委員会の決議として議決したことを申し添えます。 

 何とぞ速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

○決議（令和四年一一月九日） 

離島は、領域、排他的経済水域の保全、文化の継承、自然環境の保全、食料の供給の

場等の多様で重要な役割を担っている一方、四方を海等に囲まれ、人口の減少が長期に

わたり継続し、かつ、高齢化が急速に進展する等、他の地域に比較して厳しい自然的社

会的条件の下にある。このため、離島における安全で安心な島民の生活を確保し、今後

も離島に人が住み続け、その役割を最大限発揮できるよう、政府は、次の諸点について

適切な措置を講じ、その運用に万全を期すべきである。 

一 離島の振興のための施策は、離島が海等によって本土又は他の離島と隔てられてい

ることに起因する諸条件に係る不利を補正し、離島と本土又は他の離島との一体性を

確保するという観点を踏まえ、講ぜられなければならないこと。また、それに伴い離

島と本土等の間の架橋が整備された際には、当該地域の実情に配慮しつつ、離島振興

対策実施地域の指定が直ちに解除されることのないよう同地域の指定解除基準につい

ても検討すること。 

二 島内の消費を伸ばし、離島経済の活性化を図るため、旅行者等の来訪を促す取組の

支援を強化し、交流人口の増加を図ること。 



三 離島の物価が本土に比べて高い傾向にあること、また、離島振興法第十九条の規定

の趣旨等をも踏まえ、離島の振興に寄与するものに関する調査研究を既成概念にとら

われずに行うとともに、支援の在り方について検討を行い、ガソリン価格の低廉化に

関する事業における支援を強化する等の必要な措置を講じ、離島におけるガソリン小

売価格を引き下げること。 

四 医療提供体制の確保は島民が離島で安心して生活していく上で必要不可欠であるこ

とを踏まえ、医師等の確保に努めつつ、オンライン診療、電子処方箋等の遠隔医療を

活用できる環境整備を推進するとともに、離島における看護師が実施可能な医療行為

に対する支援、看護師等の処遇改善や人員設置基準の緩和等について検討すること。 

五 離島振興に関する現状の財政措置についての調査研究を行うとともに、地方公共団

体が離島振興計画を達成するために行う事業に要する経費に対して必要な財政措置を

講じること。 

六 離島が海等によって本土又は他の離島と隔てられていることに起因する諸条件に係

る不利を補正し、離島と本土又は他の離島との一体性を確保する観点から離島に係る

交通関連事業者を支援する地方公共団体に対する支援の在り方について検討すること。 

 右決議する。 

二、 参議院国土交通委員長報告（令和四年一一月一八日） 

○蓮舫君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における審

査の経過と結果について御報告申し上げます。 

 本法律案は、離島が我が国及び国民の利益の保護及び増進に重要な役割を担っている

ことに鑑み、離島振興法の有効期限を十年延長するとともに、目的規定を整備し、都道

府県の責務に係る規定を定め、医療、介護サービス、交通、情報通信、産業、教育、エ

ネルギーその他の分野における施策の充実等を図ろうとするものであります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院国土交通委員長より趣旨説明を聴取した後、離

島の実情を踏まえて離島指定解除を検討する必要性、離島における医療や交通の確保、

通信や教育の充実等に向けた取組、離島外の人材の活用に向けた取組等について質疑が

行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年一一月一五日） 

離島は、領域、排他的経済水域の保全、文化の継承、自然環境の保全、食料の供給の

場等の多様で重要な役割を担っている。一方、四方を海等に囲まれ、人口の減少が長期

にわたり継続し、かつ、高齢化が急速に進展する等、他の地域に比較して厳しい自然的

社会的条件の下にある。このため、離島における安全で安心な島民の生活を確保し、今



後も離島に人が住み続け、その役割を最大限発揮できるよう、政府は、本法の施行に当

たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全を期すべきである。 

一 離島の振興のための施策は、離島が海等によって本土又は他の離島と隔てられてい

ることに起因する諸条件に係る不利を補正し、離島と本土又は他の離島との一体性を

確保するという観点を踏まえ、講ぜられなければならないこと。また、それに伴い離

島と本土等の間の架橋が整備された際には、当該地域の実情に配慮しつつ、離島振興

対策実施地域の指定が直ちに解除されることのないよう同地域の指定解除基準につい

ても検討すること。 

二 島内の消費を伸ばし、離島経済の活性化を図るため、旅行者等の来訪を促す取組の

支援を強化し、交流人口の増加を図ること。 

三 離島の物価が本土に比べて高い傾向にあること、また、離島振興法第十九条の規定

の趣旨等をも踏まえ、離島の振興に寄与するものに関する調査研究を既成概念にとら

われずに行うとともに、支援の在り方について検討を行い、ガソリン価格の低廉化に

関する事業における支援を強化する等の必要な措置を講じ、離島におけるガソリン小

売価格を引き下げること。 

四 医療提供体制の確保は島民が離島で安心して生活し続けていく上で必要不可欠であ

ることを踏まえ、医師等の確保に努めつつ、オンライン診療、電子処方箋等の遠隔医

療を活用できる環境整備を推進するとともに、離島における看護師が実施可能な医療

行為に対する支援、看護師等の処遇改善や人員設置基準の緩和等について検討するこ

と。 

五 離島振興に関する現状の財政措置についての調査研究を行うとともに、地方公共団

体が離島振興計画を達成するために行う事業に要する経費に対して必要な財政措置を

講ずること。 

六 離島が海等によって本土又は他の離島と隔てられていることに起因する諸条件に係

る不利を補正し、離島と本土又は他の離島との一体性を確保する観点から離島に係る

交通関連事業者を支援する地方公共団体に対する支援の在り方について検討すること。 

右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


